
 

UHC ナレッジ・ハブに関する市民社会の提言：現場の人々の思いを反映し、 
真にユニバーサルな保健医療アクセスを実現するための保健財政能力強化を！ 
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＜提言の要点＞ 

UHC とは、すべての人が経済的困難なく、時と場所を問わず、必要とする、質の担保された、あらゆる保健医療

を受けられること1。UHC ナレッジ・ハブの研修は、保健財政の能力強化を通じ、UHC実現に最大限貢献するも

のとすべき。 

1. 研修プログラムの策定に、対象国での国別コンサルテーションの開催により、最大限の社会参画を。 

2. 研修の中に、現場で人々のニーズに触れ、ニーズを政策に反映する方法を学ぶプログラムの導入を。 

3. 研修後に、UHC達成のためのプログラム支援と、UHCの進捗をはかるモニタリング・評価の導入を。 

4. UHC ナレッジ・ハブの運営には、財務・保健連携の模範となるようなガバナンス体制の構築を。 

5. すべてのフェーズにおいて、市民社会をはじめとする「社会参画」の導入を。 

私たち市民社会は、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）達成のための能力構築を主導する「UHC ナレッジ・ハブ」

設立を歓迎し、UHC 実現に向けた日本の厚生労働省、財務省、世界保健機関（WHO）、世界銀行のリーダーシ

ップに敬意と感謝を申し上げます。 

 

UHC は、すべての人々が、経済的困難なく、時と場所を問わず、必要とする、質の担保された、あらゆる保健・医療サ

ービスを受けられることを意味します。これを実現するためには、強力で衡平な保健財政システムと包摂的なガバナンス

が必要です。また、人道危機下にある人々や、保健医療アクセスから疎外されがちな層をはじめとする、特に脆弱な状

況にある人々を含め、誰も取り残されることのない形での社会参画とニーズへの対応が確保されなければなりません。

UHC ナレッジ・ハブが、保健への国際協力の意義を積極的に位置づけつつ、UHC の真にユニバーサルな実現のための

保健財政の能力を確保するための研修機能や情報の集約・共有の機能を十全に果たす機関となることを期待し、以

下の要望を行います。 

 

１．研修のプログラム策定に包摂的な「国別コンサルテーション」を取り入れ、広汎なステークホルダーの参画を 

 

私たちは、UHC ナレッジ・ハブを通して実施される研修プログラムが、対象国自身によって特定された、UHC 達成に向

けたボトルネックの解消と能力強化のために、共創（co-design）の理念に基づき設計されることについて、「国主導」

のアプローチとして高く評価します。「国主導」を実質化するには、政府の視点のみならず、公的保健・医療サービスの

利用者である一般の人々、また、特に脆弱な状況におかれた人々の課題やニーズを反映させるため、市民社会や当

事者コミュニティの代表、健康問題を直接経験した証言者などを含めた、国や地方のレベルでのコンサルテーションを開

き、その内容を組み込むことが望まれます。また、研修内容を各国の文脈に即したものとするため、政策立案者、実務

者双方が課題特定のためのヒアリングに参加し、国家保健戦略、UHC 戦略との整合性の確保、最も脆弱なコミュニテ

ィのニーズ、保健医療サービスへのアクセスを妨げる要因など、健康の社会的・文化的・経済的決定要因の把握を行う

必要があります。人材、資金を含む資源調達、データ収集・管理、コミュニケーションなど、分野横断的なテーマを網羅

することも重要です。 

 

 
1 世界保健機関（WHO）の定義。WHO の UHC ページ参照。 

https://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/universal-health-coverage-(uhc)


 

２．現場や健康問題の当事者コミュニティと直接触れ合い、その現実を政策に反映する手法を学ぶ研修を 

 

2025 年の IMF・世銀総会で打ち出された包括的な「ヘルスワークス」イニシアチブは、経済成長、雇用創出、レジリエ

ンスの推進力としての保健システムへの投資促進を目指すものとなっています。これに対して、UHC ナレッジ・ハブは、保

健財政システムの公平性と持続可能性の強化という課題に、自らの機関的な役割をしっかりと設定する必要がありま

す。研修の参加者、特に保健財政を担当する財務省・保健省の職員は、国内資金動員（DRM）、保健財政政

策、効率性と公平性向上のための資金プール化と戦略的調達、公的財務管理、予算執行、透明性確保メカニズム

など、保健財政の中核的な機能を深く理解する必要があります。また、研修では、ルサカ・アジェンダの原則を踏まえて、

国際開発協会（IDA）、グローバル・ファイナンシング・ファシリティ（GFF）、パンデミック基金（PF）など多様な資金

源の活用に道を開いたり、切り札として活用するための実践的ツールも提供すべきです。 

 

一方で、研修カリキュラムでは、多様な疾病や健康問題に直面する人々や保健医療・介護機関、当事者・市民社会

団体の取り組みなどの現場に触れ、現場のニーズを保健財政をはじめとする中央政策に反映させる方法論などについ

て学ぶ機会を持つ必要もあります。研修の対象となる財務省や保健省の保健財政担当官は、保健医療サービスの現

場や、健康問題に苦しむ人々と直接触れる機会に乏しいのが通例であり、こうした機会を研修に組み込むことが不可

欠です。また、中期的には、各地域にある、保健医療に関わる高等教育・研修・学術機関などと連携し、より多くの知

見やノウハウを収集、蓄積、共有するためのデータベース機能を整備することが有用です。日本の経験に基づく知見に

加え、多様な国々、国際機関、市民社会、コミュニティの当事者らの知見を課題に応じて活用できる仕組みを整備す

れば、より広範な国々、ステークホルダーの利用機会を保障することが可能となります。これにより、他にもある UHC 能

力強化プログラムや知見共有・技術支援プラットフォームと「UHC ナレッジ・ハブ」の重複を防ぎ、連携による相乗効果を

追求することもできます。 

 

研修で得られた知見は、研修参加者個人に留まらず、対象国の保健・財務当局の政策立案者、実務者双方間で

共有され、組織全体の資産として継承され、国レベルでの能力強化に活用されなければなりません。そのためには、研

修の成果物として、対象国の国家保健戦略・UHC 戦略を前進させるための具体的な行動計画を策定し、UHC 達

成に向けた取り組みを具体化するプロセスが必要です。また、行動計画の実施のため、当該国自身の資源動員による

取り組みを補足する形で、UHC 達成のための多国間・ニ国間のプログラム援助などを提供することも検討の余地があり

ます。 

 

３．研修プログラム実施後の国レベルでの UHC進捗の支援とモニタリングの強化を 

 

研修を対象国の UHC 戦略の進捗や改善に結び付け、UHC の持続可能性を確立し、国内資金動員と保健への予

算配分の拡大、窓口負担撤廃や軽減を含む医療制度の導入、保健システムの強化、公的保健・医療サービスの対

象人口やサービス範囲の拡大といった成果に結び付けていくには、これらについて測定可能な指標を設定し、定期的に、

進捗に関するモニタリング・評価を定期的に行っていく必要があります。UHC に関わる保健医療サービスが国民・市民、

特に脆弱なコミュニティに届いているかを測定するためには、「コミュニティ主導のモニタリング」（CLM）を評価の柱の一

つとして導入することが考えられます。UHC2030 の「世界 UHC 行動トラッカー」（Global UHC Action Tracker）

や世銀・WHO の「UHC 世界モニタリング報告」などの国際的な評価枠組みを活用することで、市民社会が進捗状況

をモニター・報告できる体制を整備し、現場の知見と経験に基づく評価を行って、政策・実務の両面で取り組みの改善

を行うことが可能となります。 

 

４．財務・保健連携のモデルとなるような組織機構・ガバナンス体制を 

 

UHC ナレッジ・ハブがこれらの事業を有効に行う上で必要なのは、ナレッジ・ハブ自ら、低所得・中所得国の財務・保健

連携の促進のモデルとなるようなガバナンス機構を設置し、効果的な連携やアカウンタビリティ、透明性において範を示

すことです。2024 年の第 77 回世界保健総会で採択された、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）に向けた社



 

会参画（social participation）に関する決議を踏まえ、ハブのガバナンスにおいて、市民社会の代表を、各種の諮

問・技術グループに実質的なメンバーとして含めることが必要です。これらの代表者は、カリキュラムの共同設計に貢献し、

保健に関わる財政・金融面の改革において、影響を受ける人々の実生活の実情が確実に反映されるように取り組む

必要があります。UHC 実現に向けたリーダーシップを示せるような代表機能や統合的な意思決定機構の設置、中長

期計画の策定や実績に関する定期的な報告書の発行などによる計画性・予測可能性の確立、アカウンタビリティ、透

明性の確保が必要です。こうした連携は、福祉（well-being）の多元的な性質を反映したものであり、健康、金融、

教育、社会保護、精神保健システムを結びつけるセクター横断的アプローチのモデルとなりうるものです。また、独立評

価機関による成果の評価や提言に基づいた組織改革なども必要でしょう。対象国の選定やフォローアップの仕組みづく

りを含む意思決定には、多様なステークホルダーで構成する意思決定機関も必要と考えられます。 

 

５．市民社会をはじめとする社会参画を実現し、研修における投資効果の拡大を 

 

UHC ハブの研修の主要な対象となる、鍵となる意思決定者への投資が重要なのと同時に、より大きな影響力を確保

するために、研修を拡大することも重要です。研修教材を再利用して、より多くの対象者に研修を実施するなどすれば、

関係者全体において、UHC の主要原則に関する認識と能力が高まり、変化を確実にするための安全網とアカウンタビ

リティの仕組みを構築するのに役立ちます。 

 

UHC ナレッジ・ハブは、現在、選定された数カ国からの参加者を対象とする研修機関として設計されています。しかし、

参加を限定的にしすぎると、このモデルの包括性と持続可能性の両方を損なう危険性があります。これを回避していくに

は、地域レベルのハブの設置や仮想研修プラットフォームを通じて、「知識」へのアクセスを拡大すること、地域にある研

修機関や学術機関との連携を進めること、各国の国内での学習普及を目的としたトレーナー養成（ToT）モデルの

導入をして学習の加速化をはかること、また、必要に応じて研修教材を主要言語へ翻訳することなどを進める必要があ

ります。有意義な社会参画によって、UHC の進展を加速することで、2030 年までの持続可能な開発目標（SDGs）

達成を実現する必要があります。市民社会とコミュニティの関与は、上記の提言を実現する上で極めて重要であるとい

えます。市民社会とコミュニティは、疎外され脆弱性の高い地域・コミュニティ・人々の肉体的・精神的健康に関わるニー

ズに基づき、公平で包摂的、強くしなやかで持続可能な保健システムの構築に貢献し続けてきた存在だからです。 

 

UHC 達成に向けた取り組みを一層加速させるために、私たちは、政府および国際機関の対等なパートナーとして、密

に連携しながら市民社会としての役割を果たし、尽力して参る所存です。ぜひ本要望書の内容をご高覧の上、今後の

運用方針への反映をご検討賜りますようお願い申し上げます。 

 

＜呼びかけ団体＞ 

グローバルヘルス市民社会ネットワーク 

UHC2030 のための市民社会参画メカニズム（CSEM for UHC2030） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  



 

賛同団体リスト（2025年 11月 13日現在）※合計 131団体（42 カ国） 
※世界・地域レベルで活動している団体も、賛同団体登録した国で分類しています。 

アメリカ合衆国 

ACTION Global Health Advocacy Partnership Seed Global Health 

Global Alliance for Surgical, Obstetric, Trauma 

and Anaesthesia Care (G4 Alliance) 

UNSPOKEN SMILES 

Partners In Health  

アルゼンチン共和国 

Fundación Huéspedｓ 

イエメン共和国 

International Youth Council-Yemen (IYCY) Wahg _Alhayah- foundation (WHF.Yenen) 

インド共和国 

AIHMS-GLOBAL State coalition of people living with HIV 

sansthan jaipur Rajasthan  

Blue Circle Diabetes Foundation (India) VIKASH-SAMUKHYA 

Empower India  WORLD PEACE INSTITUTE OF UNITED 

NATIONS  

Global Coalition of TB Advocates  Younite india  

International Planned Parenthood Federation   

インドネシア共和国 

Jaringan Indonesia Positif Spiritia Foundation 

Rekat Peduli Indonesia   

ウガンダ共和国 

Child Way Uganda  The Populace Foundation International 

(TPFI) 

KAPOTEC FOUNDATION UG  

ウクライナ 

Alliance for Public Health, Ukraine UKRAINIAN UNION of PATIENFS 

ORGINISATIONS 

オーストラリア連邦 

Filipino Nursing Diaspora Network The George Institute for Global Health 

The Fred Hollows Foundation  

カナダ 

International Alliance of Dermatology Patient 

Organizations (GlobalSkin) 

Orange Blossom Alliance 

カメルーン共和国 

Women's-Health-Development (FESADE) National Coalition of Local Associations for 

PBF Health  

BCH Africa Cameroon  

カンボジア王国 

Health Action Coordinating Committee (HACC) KHANA_Cambodia 

ガーナ共和国 

Altar Relief Foundation  Muslim Family Counselling Services 

Christ Soldiers Foudation CSO  Systems for Community Health  

グレートブリテン及び北アイルランド連合王国（イギリス） 

British Arab Nursing and Midwifery Association  World Vision International 

Save the Children International  

ケニア共和国 



 

Strategic Poverty Alleviation Systems-SPAS  Madhira Institute 

Confraternity of Patients Kenya (COFPAK) Partnership for Universal Healthcare  

Cphdp champions CBO  Wote Youth Development Projects CBO  

Emonyo Yefwe International Comnunity Initiativev Action Group Kenya 

コンゴ民主共和国 

ONGD CEPROPHOT  Union des Éleveurs et Vétérinaires Sans 

Frontières 

ザンビア共和国 

Anti drug abuse association of Zambia  Community Initiative for Tuberculosis Aids 

and Malaria (CITAMPLUS) 

Civil Society Health Partnership   

ジョージア 

Eurasian Movement for the Right to Health in Prisons 

シンガポール共和国 

Global Fund Advocates Network Asia-Pacific (GFAN AP) 

ジンバブエ共和国 

TB People Zimbabwe Masvingo Association of Residential Care 

Facilities 

Community Working Group on Health 

(CWGH) 

 

スイス連邦 

NCD Alliance 
World Organization of Family Doctos 

(WONCA) 

スペイン王国 

Fundación VISIBLE  

スリランカ民主社会主義共和国 

Asia Lanka Social Development Co-operation 

(ALSDC) 
Lanka Fundamental Rights Organization 

タイ王国 

APCASO Asia Pacific Network of People living with HIV 

(APN+) 

タンザニア連合共和国 

Women Wake up (WOWAP) ZITAE women Organization 

トーゴ共和国 

Association Global Humaniste 

ナイジェリア連邦共和国 

AFRICA HEALTH BUDGET NETWORK [AHBN] Dr Uzo Adirieje Foundation (DUZAFOUND) 

African Network of Civil Society Organizations  E-Warehouse Consulting 

Afrihealth Optonet Association (AHOA) - 

CSOs Global Network and Think-tank 

Int'l Center for Women Empowerment & 

Child Dev. (ICWECD) 

Amaclare Connect & Development Initiative 

formerly Our Lady of Perpetual Help Initiative 

Mainstay Healthcare Development 

Foundation  

Centre for Ecological and Community 

Development  

MEDIBETH GLOBAL HEALTH CENTRE, 

NIGERIA  

Centre for Initiative and Development Taraba Society for Family Health 

Children and Young People Living for Peace 

(CYPLP) 

Welfare of the African Vulnerable and 

Egalitarian Foundation WAVEF  



 

Civil Society Partnership for SDGs in Nigeria 

(CSP4SDGs)-AHOA 

 

ナミビア共和国 

Conscious Millennials Foundation  

ネパール連邦民主共和国 

Blue Diamond Society nepal SAGUN PAUDEL 

Paropakar Primary Health Care Centre PPUK  

ハイチ共和国 

UNASCAD (Union des Amis Socio Culturels d'Action en Developpement) 

バングラデシュ人民共和国 

BRAC, Bangladesh  

パキスタン・イスラム共和国 

BAHAM Foundation Huqooq-ul-Ebad Development Foundation 

Dopasi Foundation Sukaar Welfare Organization 

パプアニューギニア独立国 

Igat Hope Inc  

フィリピン共和国 

Action for Health Initiatives, Inc. (ACHIEVE) 

フランス共和国 

Médecins du Monde International Network Action contre la faim 

ブラジル連邦共和国 

ADB - Aliança Distrofia Brasil  

ベトナム社会主義共和国 

Center for Supporting Community 

Development Initiatives (SCDI) 
Lighthouse Social Enterprise Vietnam 

Vietnam Network of People living with HIV 

(VNP+) 

 

マダガスカル共和国 

ASOS ( Action Socio-sanitaire Organisation Secours) 

ミャンマー連邦共和国 

Myanmar Positive Group (National PLHIV Network) 

リベリア共和国 

Women For Positive Actions 

ルワンダ共和国 

Barakabaho Foundation 

大韓民国 

Korean Advocates for Global Health (KAGH) 

南アフリカ共和国 

Ashdown community development  Innovtech  

Cluster of Hope Organization WACI Health 

Healers for Change   

日本 

公益財団法人ジョイセフ 特定非営利活動法人シェア＝国際保健協力市民の会 

特定非営利活動法人アジア砒素ネットワーク 特定非営利活動法人難民を助ける会 

特定非営利活動法人アフリカ日本協議会 特定非営利活動法人 DNDi Japan 

特定非営利活動法人ウォーターエイドジャパン NPO 法人 高齢社会をよくする女性の会 

 

 


